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中期経営計画の見直しに関するお知らせ 
 

 

当社は、平成27年５月８日に公表いたしました中期経営計画（平成28年３月期～平成30年３月期）において、

平成29年３月期および平成30年３月期の連結予想数値を掲げておりますが、以下の通り見直すことを決定しま

したのでお知らせいたします。 

 

１．中期経営計画見直しの背景 

 当社グループが提供する子育て支援サービスは、保育士資格を有する人材の確保が不可欠でありますが、全国

的な保育士不足のなか、人材の確保はさらに厳しい状況となっております。 

 また、新経営体制への移行後、安全対策の強化、サービスの質的向上および量的拡大に力を注いでまいりまし

たが、グループ全体の組織体制の整備・事業基盤強化のための新たな取り組みが必要であると判断し、それらを

盛り込んで当年度以降の計画を見直すことといたしました。 

 

２．見直しの内容 

(1)重点目標 

①安全対策の強化および保育の質のさらなる向上 

②新規開設および既存施設の保育士増員による受入児童数の拡大 

③人材への投資の拡大（採用活動の強化、人材育成の強化、人事評価制度の見直し） 

④経営管理体制の再整備（事業リスク管理体制強化、グループ会社連携強化） 

⑤収益基盤拡大に向けた新規事業への着手（民間学童クラブ、既存サービスの外販） 

 

(2)重点目標の実現に向けた諸施策 

①安全管理体制のさらなる強化（専門部署を創設、組織横断的な体制強化を推進） 

②従業員給与の引上げ（平成 27年度保育士の給与引上げ８％実績、平成28年度４％引上げ予定） 

③各分野におけるシステム導入（業務負担の軽減、経営管理の効率化） 

④保育士確保に向けた施策のさらなる充実（求人費予算の増額） 

 

(3)予想数値（連結）                               

 平成29年３月期 平成30年３月期 見直し後 平成29年３月期 平成30年３月期 

売 上 予 想 224億円  246億円  223億円 240億円 

経常利益予想 19億円 21億円  16億円 19億円 

保育所開設 15施設 15施設  13施設 11施設 

学童・児童館開設 ７施設 ７施設  10施設 7施設 

（注）1.平成30年３月期は、現時点における計画値です。 

2.見直し後の保育所開設数においては、上記とは別に、平成29年３月期に既存の東京都認証保育所２園の認可保育所への移

行及び移転新設がそれぞれ１園あり、平成30年３月期に既存の東京都認証保育所２園を認可保育所に移転新設する予定とな

っております。 

3.見直し後の学童・児童館開設数においては、上記とは別に民間学童クラブ２施設を平成29年３月期に開設する予定になっ

ております。 

以上 


